
学校関係者評価委員会報告書

項目1.教育理念・目的・目標

1-1 教育理念、目的および目標の設定等
自己
評価

委員
評価

改善・実行

3 3

アイリスト志望者の増加を背景に、本校では美容師免許取得者等を対象としたアイリスト講習の実
施や、通信課程における土曜日コースの設置など、受講機会の拡充を進めています。これらの取
り組みは美容業界への貢献につながるものと考えています。一方で、「即戦力」育成については課
題も認識しています。外部講習等の内容が必ずしも現場技術と一致しているとは限らず、コンテス
ト向けの技術指導に偏る傾向も見られることから、実務との乖離が課題となっています。今後は、
研修内容の位置づけや目的を整理しつつ、「即戦力」の定義を含め、現場ニーズとの整合性を高
めていく必要があると考えています。

項目2.教育課程、教育の実施、学修成果

2-1 教育課程の編成と授業科目
自己
評価

委員
評価

改善・実行

3 3

2-2 教育の実施
自己
評価

委員
評価

3 3

2-3 単位・卒業認定
自己
評価

委員
評価

3 3

2-4 学修成果目標の達成状況
自己
評価

委員
評価

3 3

3 3

（令和7年度 - 2025年度 - ）
評価方法：3（適切）から1（不適切）の3段階で評価

教育理念等を踏まえ、目的及び目標を明確に設定し、養成する
人材像を明確にしていること。

学校の目的・目標及び養成する人材像を実現するために必要な
教育課程編成・実施方針を作成した上で、教育課程を体系的に
編成し、系統性・段階性に配慮した授業科目を配置しているこ
と。

授業科目内容に応じ、講義、演習、実験、実習又は実技など、適
切な授業形態で教育が実施され、かつ、適切な教材が用いられ
るとともに、成績評価基準に基づき成績評価を行っていること。

学校の目的・目標及び養成する人材像を実現するために必要な
卒業認定方針（資格・免許等を含む修得させる職業能力を含む）
を学科・コースごとに定め、当該方針に基づき卒業の認定をして
いること。

卒業認定方針を踏まえ、学科・コースごとに職業能力を含む資
質能力の修得（資格・免許等の取得や知識・技術・技能の修得
含む。）についての目標を定め、その目標が達成できているこ
と。
学生が望む進路の実現に関する目標を定め、その目標が達成
できていること。

国家試験の実技分野においては、学生全員が満点到達を目標とできる水準に達しています。一
方、学科分野においては学生間で学力差が見られ、特に得点が伸び悩む学生への指導方法につ
いては、さらなる検討および改善が必要であると認識しています。

今後は、実技・学科の両面において全学生が高い到達度を達成できるよう、指導体制の充実およ
び指導方法の改善を課題として、継続的に取り組んでまいります。
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評価方法：3（適切）から1（不適切）の3段階で評価

項目3.学生の受け入れ・学生支援

3-1 学生募集及び入学者の選抜、収容定員の管理
自己
評価

委員
評価

改善・実行

3 3

3 3

3-2 自主的な学習の促進に対する支援
自己
評価

委員
評価

3 2

3-3 多様な学生に対する支援
自己
評価

委員
評価

2 2

3-4 学生生活に関する支援
自己
評価

委員
評価

2 2

2 2

3 3

3 3

3 3

適切な体制を構築し、障がいのある学生、海外からの留学生、
社会人経験者など、多様な学生に対する支援を行っていること。

①入学者の受け入れ方針、入学選考基準、方法を定め、入学希
望者に明示し、入学者の選考を公正に行い、合否を決定してい
ること。

学生の学力や学習状況を把握し、入学前教育や補習授業を行
うなど学習支援に取組んでいること。学生の円滑な学習に向け、
シラバスの活用による学習成果の向上や自主的な学習に関す
る適切な支援を行っていること。

①カウンセラーの配置、相談室の設置など、学生の相談に対応
するための環境整備を行い、適切に運営していること。
②留年者、退学希望者など学習の継続に困難な問題を抱える
学生に対し適切な対応を行っていること。

②学生の受入れは、入学定員に基づき適正に行っていること。

③学校保健安全法に基づく学校保健計画を策定し、学生の心身
の健康管理体制を整備し、適切に運用していること。
④学生の経済的側面に対する支援体制を整備し、適切に周知、
運用していること。
⑤学生のキャリア支援、就職支援に対する支援体制を整備し、
適切に周知、運用していること。

近年、家庭環境や心理的要因の影響を受け、精神的な不安定さを抱える学生が増加している傾向
が見受けられます。その結果として、人間関係上の課題を契機に登校が困難となる学生が、全体
のおよそ一割程度存在しています。

現在は、教職員と学生との対話の機会を積極的に設けることで対応を図っていますが、今後は外
部カウンセラーの活用等も含めた支援体制の強化を検討し、学生の心理的負担の軽減および中
途退学の防止に向けた取り組みを進めていく方針です。
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評価方法：3（適切）から1（不適切）の3段階で評価

項目4. 教育実施組織・教員

4-1 教員の配置、募集、採用
自己
評価

委員
評価

改善・実行

3 3

3 3

4-2 教員の組織編成等
自己
評価

委員
評価

3 3

3 3

4-3 教員の資質の向上
自己
評価

委員
評価

2 2

項目5.教育環境

5-1 教育環境の整備
自己
評価

委員
評価

改善・実行

2 2

2 2

2 1

5-2 安全対策、防災組織
自己
評価

委員
評価

3 3

3 3

①学校の目的に応じた分野の区分ごとに必要な教員組織を整
備し、業務分担、責任体制を規程等で定めていること。

学校の教育活動の改善、工夫を行うFD（Faculty Development）
などの取組や、教員の研究活動、自己啓発等への支援を行って
いること。

①教育課程を実施するのに必要な、資格・要件を備えた教員を
確保するために基準等（教員の採用基準等）を整備し、適正に
運用していること。
②教員の常勤・非常勤、年齢構成等、また教員一人当たりの授
業時数等を把握していること。また、教員の専門性、教授力を把
握、評価していること。

②学生の学習支援のための施設（自習室等）を整備しているこ
と。また、学生の休憩、食事のためのスペースを確保しているこ
と。

③図書室を設置し、専攻分野の教育に必要な専門書及び参考
図書を配架し、必要に応じて学生が閲覧できるようにしているこ
と。

②教員間で連携、協力体制を構築していること。

①教育上の必要性に対応できる施設・設備、機械器具等を備え
ていること。

①学校保健安全法に基づく学校安全計画を策定し、学校におけ
る安全対策を適切に行っていること。

教員の配置および募集・採用については、現時点では大きな問題はないと考えています。常勤・非
常勤教員については、あと1名程度の増員が望ましい状況であり、ハローワークでの募集に加え、
卒業生への協力依頼も進めています。現状は既存の教員で対応可能ですが、教員の高齢化も進
んでいることから、将来的な安定を見据えた新規採用についても検討しています。

学科担当教員については現状問題ありません。一方で、実技担当においてはメイン教員は配置さ
れているものの、理解の遅い学生への対応に時間を要した場合、他の学生への影響が生じること
があります。そのため、サポート体制の強化が課題であると認識しています。特に1年生について
は支援が必要なケースが多いため、補助的な役割を担うスタッフの配置が望ましい状況です。

実習に必要なシャンプー台をはじめ、水回りおよび電気設備等の改善を進め、実際の美容現場に
即した実習環境の整備を図ることが課題であると認識しています。これにより、美容室等への就職
後に即戦力として活躍できる人材の育成につなげていく必要があります。

②火災の発生や防災に関する組織体制を整備し、適切に運営し
ていること。
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評価方法：3（適切）から1（不適切）の3段階で評価

5-3 施設、設備等の点検、改善等
自己
評価

委員
評価

3 3

3 3

項目6. 教育活動の基盤と改善・向上の取組

6-1 中期事業計画と財務基盤
自己
評価

委員
評価

改善・実行

2 2

2 2

6-2 学校運営
自己
評価

委員
評価

3 3

6-3 学校評価の実施と改善活動
自己
評価

委員
評価

3 3

3 3

3 3

6-4 社会からの理解と情報の公表
自己
評価

委員
評価

3 3

3 3

①教育活動、学修成果、学校運営等の状況に関する情報を積
極的に公表していること。
②教育目的・目標の達成状況や活動状況について関連する教
育機関、産業界等をはじめ、社会全体からの理解を得るよう取
組んでいること。

教育活動基盤と改善向上の取り組みについて、今年度の中期事業計画および財産・財務基盤で
は、高等課程40名、専門課程30名の入学目標を設定しています。しかし、現時点では入学状況が
やや出足遅れの傾向にあるため、1月末に実施される私立中学校の試験結果を踏まえ、受験結果
により進路変更を検討する生徒等に対して本校の紹介や案内を行い、入学につなげていく方針で
す。

組織体制については、現状では適切に運営されていると考えています。現在は通信制高校と連携
し教育を行っていますが、将来的には自前で通信制高校を設置することを目指しています。今年度
は学事課とも相談のうえ、各学年10名程度での実施を検討しています。

通信制高校への需要は近年増加傾向にあり、他校でも同様の取り組みが進められています。本校
においても教室設備および高等課程の教員体制は整っており、準備が整えば2〜3年程度で運営
開始が可能な見込みです。

学校運営の組織体制を整備し、適切な運営が行われていること
（職業教育に関するマネジメント（教育の企画・設計・運営等）に
おける責任体制を含む。）。

①学校関係者評価委員会、教育課程編成委員会等外部からの
意見を反映するなど、関連企業等団体、地域社会等からの意見
を運営やその改善・向上において活用していること。
②学校評価を実施し結果及び改善状況についての情報を公表
していること。
③学校評価の結果に基づく改善への取組を組織的かつ継続的
に行っていること。

①施設・設備等の日常点検、定期点検、補修等を適切に行って
いること。
②施設の改築・回収、設備の更新等の計画を定め、適切に実施
していること。

①策定している中長期計画に、教育目的、教育目標の実現に向
けた具体的な内容が位置付けられていること。
②当該専修学校の教育活動を安定して遂行するために必要か
つ十分な財務基盤を確立していること。
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